
平成２８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ９ 府 省 庁 名    経済産業省      

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
法人実効税率の引下げ 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 
 
現在進めている成長志向の法人税改革をできるだけ早期に完了する。このため、来年度に税率引下げ幅の更なる

上乗せを図り、法人実効税率を20%台に引き下げることを目指す。その際、先行減税を確保し、経済の好循環を後
押しする。 
財源については、ローカルアベノミクスの推進や未来投資による生産性の向上により持続的な経済成長を実現す

ること、アベノミクスの効果により日本経済がデフレを脱却し構造的に改善しつつあることに留意しつつ、27 年
度税制改正大綱に基づき課税ベースの見直しを検討する。 

 

・特例措置の内容 

 

上記の措置が認められた場合、法人住民税法人税割についても同様の効果を適用する（法人税法第六十六

条等において措置された場合、国税との自動連動を図る）。 

 

 

関係条文 

 

地方税法第23条第１項第３号、同法第292条第１項第３号 

 

減収 

見込額 

［初年度］   －  （  －  ）  ［平年度］   －  （  －  ） 

［改正増減収額］            －                 （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

OECD 平均（約 25％）、アジア平均（約 22％）と比較して、高い水準にある我が国の法人実効税率を引き下げる

ことで、日本の立地競争力及び我が国企業の競争力を強化する。 

 

（２）施策の必要性 

我が国の高い法人実効税率は、企業の立地選択に影響を与えており、日本企業の海外流出の加速や対日直接投資
の阻害の一因となっている。また、重い税負担は日本企業の競争力の低下をもたらしている。 

本年６月に閣議決定された、『日本再興戦略』改訂2015に示された通り、経済の好循環を維持し、持続的な経済
成長を実現するためには、未来投資を拡大し、生産性を高めていくことが必要である。 

企業収益が過去最高水準にある今こそ、政府として取り組むべき環境整備を行い、企業に対し、能力増強や更新
等の設備投資に留まらない、技術・人材投資を含めた積極果敢な「未来に向けた投資」を促すことが重要である。
加えて、企業拠点の海外流出の抑制、国内回帰の促進、対内直接投資の増加等を通じて、持続的な経済成長の実現
を目指す。 

このため、来年４月から31.33％（東京都では32.26％（※））まで引き下がることが決定された法人実効税率に
ついて、平成28年度税制改正においても、大幅な引下げを要望する。 

 

（※）東京都は平成28年度の事業税所得割の税率を公表していないため、超過部分を0.24％に縮減すると仮定して算出
している。 

 

○経済財政運営と改革の基本方針2015～経済再生なくして財政健全化なし～ 

（平成27年６月30日閣議決定） 

成長志向の法人税改革 

・現在進めている成長志向の法人税改革をできるだけ早期に完了する。 
９－１ 



 

○「日本再興戦略」改訂2015－未来への投資・生産性革命－ 

（平成27年６月30日閣議決定） 

日本の立地競争力を強化するとともに、我が国企業の競争力を高めることとし、その一環として、法人実効税率
を国際的に遜色ない水準に引き下げることを目指し、現在進めている成長志向の法人税改革をできるだけ早期に完
了する。 

 そのため、平成28 年度税制改正において、平成28 年度における税率引下げ幅の更なる上乗せを図り、その後
の年度の税制改正を含め、数年で法人実効税率を20％台まで引き下げることを目指して、改革を継続する。 

 財源については、アベノミクスの効果により日本経済がデフレを脱却し構造的に改善しつつあることを含めて、
経済・財政再生計画との整合性を確保するよう、課税ベースの拡大等による恒久財源の確保をする。 

 実施に当たっては、経済・財政再生計画で定められた財政健全化の目標達成の必要性に鑑み、目標達成に向けた

進捗状況を確認しつつ行う。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

- 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 

１．経済産業 

１－１ 経済基盤 

政策の 

達成目標 

・日本の立地競争力の強化 

・我が国企業の競争力の強化 

・経済の好循環の維持 

・持続的な成長の実現 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

- 

同上の期間中

の達成目標 

 

- 

政策目標の 

達成状況 

 

- 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

- 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 

 

- 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

 

- 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

- 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

- 

要望の措置の 

妥当性 

 

- 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

- 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

- 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

- 

前回要望時の 

達成目標 

 

 

- 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

- 

 

 

これまでの要望経緯 

平成26年度 検討事項として要望（国税） 
平成27年度 法人実効税率の引下げ 
【標準税率ベース】 
（26年度：34.62%→27年度：32.11%→28年度：31.33%） 
【東京都ベース】 

（26年度：35.64%→27年度：33.06%→28年度：32.26%） 
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